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保健看護部門セミナー参加者の研究支援に関するニーズ 
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１）中部大学生命健康科学部、２）愛知淑徳大学医療福祉学部、３）国立長寿医療センター疫学研究部  

１．はじめに 

近年，看護職による研究活動が盛んになっている．

根拠に基づいた実践（evidence-based practice）のた

めには，提供した看護を評価し，更に効果的なケア

を探索していく過程が欠かせない．こうした臨床での

改善の取り組みを研究活動へと発展させ看護活動を

科学的に解明しようと，多くの看護職が実践とともに

研究にも力を注いでいる． 

看護職が行う研究活動は「看護者の倫理綱領」1）

に基づく職業人としての看護倫理と，研究者としての

研究倫理の両方を満たさなければならず倫理的課

題は大きい．しかしながら昨今の医学系研究に関す

る倫理の動向を受けて，看護研究にどのような対応

を求められているのかを看護職が学習する機会は限

られている．そのため看護系学会は看護職による研

究活動の支援を目的として，研究倫理の研修会を開

催し，学会発表や論文投稿の際には大学教員にサ

ポートを依頼するように周知している． 

看護業界におけるこのような背景から，中部大学

生命健康科学研究所保健看護部門では，看護職向

けの研究倫理に関するセミナーを平成29年度事業と

して実施した．本稿では，まずセミナーの概要を報告

した後に，セミナー参加者に行った質問紙調査の結

果から得られた看護研究の支援に関するニーズと当

研究所に期待される役割について考察する． 

2．セミナーの概要 

1）日程 

平成30年 2月24日（土） 10時～12時 

2）場所 

中部大学 不言実行館1階 アクティブホール 

3）テーマ 

看護と研究倫理 

4）講師 

名古屋大学大学院医学系研究科 看護学専攻主任 

教授 太田勝正氏 

5）対象者 

本学教職員，学生（学部・大学院），臨地実習施設職

員，春日井市内保健医療福祉機関職員，一般市民． 

6）周知方法 

本学関係者には電子メールおよび学内会議にて周知

し，施設職員には本学看護実習センターの協力を得て

要  旨 

看護職者には，より質の高い看護の実践に向け研究活動を行うことが求められており，大学による支援

への期待は大きい．中部大学生命健康科学研究所保健看護部門では，平成29年度に「看護と研究倫理」

をテーマにセミナーを開催し，看護研究の実践にあたっての支援に関するニーズ調査を参加者に行った． 

研究に関する困り事は，一般参加者 20 名のうち 85％が研究時間の確保の難しさを挙げており，次い

で，実践での疑問を研究に結びつける方法（30％），結果のまとめ方（30％）であった．自由記述では，研

究計画の立て方から結果の公表に至る研究プロセスを段階的に学習する機会に対するニーズがあった．

教員の多く（76.7％）も研究時間の確保を困り事として挙げた．また看護職から教員に転向した新人教員へ

の研究導入や臨床との協働による研究を支援する必要性が示唆された． 

本調査により把握された看護研究の支援に関するニーズを基に，研究所保健看護部門による今後の活

動を発展させ，学内での看護研究を推進するとともに，臨床からの研究指導の要請に応じる体制を構築す

るなど，研究支援による地域貢献のあり方を検討していきたい． 
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ダイレクトメールにて通知した．一般市民に対しては，本

研究所ホームページへの開催案内掲示により周知した．

資料印刷部数の確認のため，事前申込制としたが当日

参加も受け付けた． 

7）内容 

学ぶ者・教える者ともに看護の科学的根拠を追究する

心構えを持つ必要性，患者・被験者の人権を損なう研究

の歴史から現在のインフォームド・コンセントや倫理指針

の策定に至った経緯，個人情報保護法と個人情報利用，

倫理審査の必要性と委員会の責任や言及の範囲，仮想

事例による研究倫理上の問題の検討など約90分間の講

義の後に，30分程度の質疑応答時間を設けた． 

8）配付物 

講師により抜粋された 55枚の講義用スライドを配付資

料（A4 サイズ 12 ページ分）にまとめ，質問紙調査票（B4

片面）とともに配付した．学外からの参加者には，本学の

大学院案内および募集要項も配付した． 

 

3．セミナー参加者への質問紙調査 

質問紙調査は無記名自記式とし，提出をもって同意を

得たとみなすことを明記して，受付時に配付資料とともに

手渡しした．セミナー開始時および終了時には司会から

調査協力を呼びかけ，回収箱にて回収した．主たる質問

項目は，基本属性，講演内容の理解，研究活動への取り

組み状況や困り事，大学院への関心等であった． 

本調査は中部大学倫理審査委員会の承認を得て実

施した（承認番号290094）． 

 

4．結果 

1）参加者の概要 

セミナーの参加者は 63 名であった．表 1 は参加者の

職種，所属，年代を示す．臨地実習施設職員など学外

からは事前申込者 23 名のところ 19 名が参加し，当日申

込の 1 名を加えた計 20 名が参加した（一般参加者と称

す）．一般参加者の職種は看護師が最も多く 14 名

（22.2％），保健師 2 名，教員 2 名，大学院生（修士・博

士）2 名であった．本学の参加者は，教員 40 名，学生 3

名であり学生はいずれも学士課程（保健看護学科）の 2

年生であった． 

表1 参加者の概要：職種・所属・年代          N=63 

 人 （％） 

職種・所属（括弧内は所属ごとの人数）   

一般 看護師：病院ｸﾘﾆｯｸ（13）企業（1） 14 （22.2） 

 保健師：市町村（1）その他（1） 2 （3.2） 

 教員 2 （3.2） 

 大学院生：修士（1）博士（1） 2 （3.2） 

本学 教員：  40 （63.5） 

 保健看護学科（38）・他学部・他学科（2）  

 学部学生 3 （4.8） 

年代    

 20代 6 （9.5） 

 30代 9 （14.3） 

 40代 20 （31.7） 

 50代以上 15 （23.8） 

 不明 13 （20.6） 

  

2）研究活動の実施状況と大学院への関心 

 セミナー参加者 63 名のうち 53 名から質問紙調査への

協力を得た（回収率：84.1％）．このうち，本学学生を除外

し，教員および一般参加者計50名分の回答について述

べる．表2には受講内容の理解，研究活動の実施状況，

大学院への関心に関する項目への回答状況を示した．

一般参加者で修士学位取得者は 5 名（25％），修士課程

在学中は 1名（5％）だった． 

 

表2 研究活動の実施状況と大学院への関心     人（％） 

 一般（N=20） 本学教員(N=30) 

受講内容の理解     

理解できた 9 （45.0） 15 （50.0） 

ほぼ理解できた 10 （50.0） 10 （33.3） 

やや理解できなかった 1 （5.0） 0 （0.0） 

未回答 0 （0.0） 5 （16.7） 

     

研究活動の実施状況（複数回答） 

職場で取り組んだことがない 5 （25.0） 3 （10.0） 

職場内で研究発表した 6 （30.0） 7 （23.3） 

学術集会等で発表した 7 （35.0） 23 （76.7） 

学会誌等に論文投稿した 3 （15.0） 19 （63.3） 

     

大学院への関心等（複数回答） 

博士課程進学検討中 0 （0.0） 1 （3.3） 

大学院に関心がある 4 （20.0） 4 （13.3） 

研究能力の修得 2  3  

CNS等の資格取得 0  0  

高度な看護実践能力 1  0  

看護教育能力の修得 1  2  

科目履修に関心がある 3 （15.0） 1 （3.3） 

現在進学は考えていない 9 （45.0） 1 （3.3） 
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本学大学院の理解状況に関する項目について一般

参加者 20名のうち，知っていたと回答した者は「社会

人入試枠がある」9名（45％），「入学資格審査結果に

より受験可能」7 名（35％），「研究費の支給」6 名

（30％），「長期履修制度」4 名（20％），「夜間開講」3

名（15％）だった． 

 

３）研究に関する困り事と研究支援の希望 

表 3には研究に関する困り事についての回答状況

を示した．その他の困り事として自由記述では，一般

参加者からは，臨床での疑問を研究に発展させる方

法論を見極められない，新任期のスタッフがまだ看

護が見えていない中で研究を行うが取り組む時間も

短く支援できる上司もほぼいない，データをまとめて

も外に発表することについて職場からの許可がおりな

いという内容が述べられた．本学教員からは，研究費

の確保，研究対象となる医療機関の理解を得ること

や病院の倫理審査委員会の承認を得ること，査読者

から解釈が異なる指摘を受けた際の回答の仕方に難

しさを感じていることが挙げられた． 

 

表3 研究に関する困り事（複数回答）          人（％） 

 一般（N=20） 本学教員(N=30) 

研究について相談する部門や 

人がいない 

4 （20.0） 2 （6.7） 

仕事をしながら研究の時間を確 
保するのが難しい 

17 （85.0） 23 （76.7） 

日頃の実践での疑問を研究に 
結びつける方法がわからない 

6 （30.0） 5 （16.7） 

どのように研究倫理の手続きを 

ふめばよいのかわからない 

3 （15.0） 2 （6.7） 

結果のまとめ方（抄録や論文作 
成）がわからない 

6 （30.0） 5 （16.7） 

発表やプレゼンテ―ションの仕 
方がわからない 

4 （20.0） 4 （13.3） 

  

 今後の研究所（保健看護部門）セミナーについて研

究支援に関する希望には，看護研究の一連の展開

を解説する数回に分けたセミナー，研究計画書やイ

ンフォームド・コンセントなどをシリーズにしたセミナー，

定性データの定量化に関する留意点，業務改善と研

究の違いをより分かりやすく知りたいという意見があっ

た．その他に在宅，地域包括ケア，認知症，産業保

健といった分野や対象に特化して，最先端の話題提

供を求める意見もあった． 

5．考察 

1）一般参加者における研究支援ニーズ 

学外からのセミナー参加者は，修士学位取得者と

在学中の者を合わせると 30％が大学院進学者であ

った．大学院に関心があると回答した者が 20％，科

目履修に関心のある者が 15％だが，9名（45％）は今

のところ進学は考えていないと回答した．これらの結

果から，今回の学外参加者のうち 15～20％が大学院

への関心が高く，将来的に進学等の可能性があるこ

とが明らかになった． 

研究活動への取り組み状況については，職場で

研究に取り組んだことがない者が 25％で，残る 75％

は職場内の研究発表，学術集会での発表，学会誌

等への論文投稿のいずれかを経験しており，看護研

究に取り組んだ実績があった． 

研究に関する困り事としては研究時間の確保の難

しさを挙げる者が 85％に達していた．臨床現場にお

いて看護研究への取り組みを阻害するものは研究時

間の確保の難しさ 2～4）であり，業務時間内に研究時

間を確保することが推奨されているが，実際には個

人の時間を使うことが多い 4）．今回のセミナー参加者

も研究時間の確保の点で困難を抱えていることが際

立っていた．その他の項目に当てはまると回答した者

は 15％から 30％であったが，一般参加者の大学院

進学率を勘案すると，この結果は臨床現場の平均よ

りも低い傾向を示したと推測される．しかし研究への

取り組み実績があると回答した者の中にも，実践での

疑問を研究に結び付ける方法，研究倫理の手続き，

結果のまとめ方，プレゼンテーションの仕方がわから

ないと回答する者が含まれており，研究計画の立て

方から結果の公表に至る研究プロセスの段階的な学

習の機会が求められていると考えられる． 

また今後のセミナーについて，対象別，分野別に

最先端の話題提供を望む意見もあり，看護活動の根

拠となる研究成果に高い関心を寄せていることが示

唆された． 

 

2）本学教員における研究支援ニーズ 

 研究への取り組み状況について，職場で研究に取
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り組んだことがない者が 10％いた．当調査では現所

属における勤務年数を問わなかったため明言できな

いが，臨地実習施設における実習指導を主たる業務

としている助手や助教の中には，着任後の期間が短

く，教育活動への適応を優先しているために，今のと

ころ研究には着手していない者もいると推測する． 

研究に関する困り事では，研究時間の確保の難し

さを挙げた者が 76.7％であり，一般参加者と同様に

高い割合を示した．文部科学省の調査 5）によれば，

大学教員の年間平均研究時間は 900 時間であり総

職務時間に対して 35％であるが，看護学を含む「そ

の他保健」のグループでは 21％と相対的に低く，本

学教員の回答状況は全国的な傾向と一致していた．

同調査によれば「その他保健」のグループが授業を

行う期間が最も長かった．年間を通して臨地実習が

組まれる本学も授業期間の長さという特徴を有してお

り，研究時間の確保に苦慮していることが明らかとな

った． 

その他の項目には 7％から 17％が該当すると回答

した．若手教員の中には本学において具体的な研究

活動に取り組んだ経験がないために，学内の研究支

援部門や倫理審査委員会のしくみなどを十分に理解

していない者もいると考えられる．また現在大学院在

学中の者や今後進学する者は，結果のまとめ方やプ

レゼンテーションの仕方など，基本的な研究のプロセ

スをたどる中で困難を感じていることが推察される．

日頃の実践での疑問を研究に結び付けることに困難

を感じているうちの 4名が修士学位取得者であったこ

とは，大学教員の立場で取り組める看護研究のテー

マや，実践可能な研究手法の難しさを示していると

考えられる． 

現在看護系大学は 260 校を超えており，看護教員

の要件については質と量の観点から議論が必要 6）と

言われ研究能力についても問われている．教員を安

定的に確保し，質を担保するために研究支援体制は

重要であるが，本学は資金や環境等においては比

較的充実している．今後必要な支援としては，看護

職から教員へと転向した新人教員に対し，学内の研

究支援体制を説明するなど，研究への導入を円滑に

するような研修等が考えられる．また，大学教員と看

護職とを結びつけ，研究を行いやすくするような体制

の検討も必要である．大学側が依頼する研究につい

て臨床側の了解が得られにくいという意見があった．

例えば他大学の取り組みのように，教員が看護職者

と協働して現場の問題解決に取り組んだり 7），臨床研

究支援プログラム 8）を構築する過程において，両者

の研究能力の向上に寄与することが可能である．ま

た臨床では文献検索を実施する環境が十分に整っ

ていないことが課題 3）4）9）との報告もある．基本的な研

究プロセスの修得について，新人教員と看護職に共

通の研修を設け，その機会を共同研究の契機とする

ことも考えられる． 

本稿ではセミナーに参加した学部生については論じ

なかったが，「看護学教育モデルコアカリキュラム」10）

には，学士課程において看護学研究への志向を涵

養する教育や，リサーチマインドを持った臨床家，研

究者，教育者等，多様な場で活躍する看護職となる

ために大学院進学等を含めたキャリア設計の基盤づ

くりの必要性が示されている．今後のセミナーについ

ては，卒業研究に取り組み始めた学部生や社会人大学

院生がより多く参加できる時期の検討や，参加者交流を

含めた研究に親しみやすい内容の検討も課題である． 

 

6．おわりに 

生命健康科学研究所のミッションには，「学生や教

員の研究力向上のための牽引」「地域社会発展への

貢献」「大学院の充実化と教育向上のためのサポー

ト」がある．本調査により把握された看護研究支援に

関するニーズを基に，研究所保健看護部門による今

後の活動を発展させ，学内での看護研究を推進する

とともに，臨床からの研究指導の要請に応じる体制を

構築するなど，研究支援による地域貢献のあり方を

検討していきたい． 
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